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研究要旨 

本分担研究では，1972 年に制定された労働安全衛生法および労働安全衛生規則のうち，

建設業における土砂崩壊に関する条文制定の経緯を簡潔にまとめることを目的として，

過去の法令の変遷や，動機となった災害・統計データについてまとめた。わが国におい

て，土砂崩壊による労働者の安全が法令に記載されたのは，1890（明治 23）年に制定さ

れた鉱業条例が最初であり，その後，鉱業から土石採取業，建設業へと拡大していった。

建設業において土砂崩壊に関する条文が最初に確認されたのは 1937（昭和 12）年に労働

扶助法に基づいて制定された土木建築工事場安全及衛生規則であった。建設業では昭和 7

年から労働災害統計が収集されており，これを基にして規則化された可能性がある。1947

（昭和 22）年，日本国憲法の施行に伴い労働基準法が制定され，さらに安全衛生関係規

定を具体化するものとして，労働安全衛生規則が制定された。土砂崩壊に関する条文は，

鉱業警察規則，土石採取場安全及衞生規則，土木建築工事場安全及衛生規則から集約さ

れており，掘削高さや勾配等，具体的な数値基準を示すものはないが，主に崩壊・落下・

落盤の危険がある場合に対処すべき事柄が挙げられている。しかし，建設業における労

働災害の増加，とりわけ土砂崩壊災害の重篤性が統計データから指摘され，昭和 27 年に

は土砂崩壊に関する労働災害の事例や注意点をまとめた小冊子が労働省労働基準局から

発行され，労働安全衛生規則に岩石の掘削に関する条文が追加されている。昭和 34 年に

は土質力学を考慮した専門的かつ具体的な土砂崩壊に関する計算方法が通達および小冊

子にまとめられた。さらに昭和 33 年の産業災害総合五カ年計画を受けて，昭和 40 年の

労働安全衛生規則の大幅な改正が行われ，概ね現在の労働安全衛生規則が形成されてい

ることが明らかになった。 
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Ａ．研究目的 

 本分担研究では，1972 年に制定された労

働安全衛生法および労働安全衛生規則のう

ち，建設業における土砂崩壊に関する条文

の制定経緯を簡潔にまとめることを目的と

している。 

 

Ｂ．研究方法 

 土砂崩壊に関する条文制定の経緯を調べ

るため，既往の文献を調査し，過去の法令の

変遷や，動機となった災害・統計データにつ

いてまとめた。 

その際，現在残されている資料として国

立公文書館の資料，中央労働災害防止協会

が発行する産業安全年鑑，安衛法制定に係

わる書籍等を中心に調査するとともに，こ

れら資料や書籍に記載されていた災害等に

関する文献を収集して調査を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1. はじめに 

本研究では，土砂崩壊に関する労働法の

成り立ちについてまとめる。日本は炭鉱産

業が盛んであったこともあり，鉱業におい

て土砂崩壊に関する規定が生まれ，土石採

取業，建設業へと拡がっていったものと思

われる。一般に地盤の掘削作業を行ってい

るときに土砂崩壊による労働災害が発生し

やすく，業種別の掘削作業として，以下があ

げられる。 

・ 鉱業における鉱山の掘削作業 

・ 土石採取業における地山の掘削作業 

・ 建設業における地山・盛土等の斜面の掘
削作業や地盤の掘削作業 

・ 林業における林道整備のための地山の掘

削作業 

つまり，土砂崩壊による労働災害は大き

く 4 業種に分けられるが，本稿では，安衛

法に関連した建設業における土砂崩壊災害

の動向に着目し，昭和 47 年に施行された現

行法令である労働安全衛生法および労働安

全衛生規則までの土砂崩壊に関する労働法

について，その変遷を追う。 

 

2. 鉱業における土砂崩壊に関する法令 

鉱業を主体とした法整備は労働法よりも

前に確立されており，その流れは表 1 に示

す。鉱業の発展に伴い，鉱山における災害の

発生率が高まったことを受け，1890（明治

23）年に「鑛業条例（1890（明治 23）年法

律 87 号）」が制定され，1892 年 6 月 1 日か

ら 1905 年 6 月 30 日まで施行された。鑛業

条例の第五章 第五十八條に「鑛夫ノ生命及

衛生上ノ保護」とあり（写真 1 参照），労

働者（鉱夫）の安全を法令に組み込んだ最初

の法令といえる。また，「鉱業警察規則」は

明治 25 年 3 月，農商務省令として制定さ

れ，同年 6 月に鉱業条例と同時に施行され

た。なお，現在，土石採取業は業種分類とし

て鉱業に含まれるが，鑛業法（1905（明治 38）

年 3 月，法律第 45 号）では，建設業や土石

採取業は対象に含まれなかった 1)。 

その後，1905 年に鑛業法（1905（明治 38）

年 3 月 法律第 45 号）が制定され，鉱業

に関する法律が集約された。この鑛業法は

現在の鉱業法（昭和二十五年法律第二百八

十九号），鉱山保安法（昭和二十四年法律第

七十号），鉱山保安法施行規則（平成十六年

経済産業省令第九十六号）に通じており，こ

れらの現行法は経済産業省の管轄である。

現在の鉱山保安法において鉱業の労働安全
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について規定されているが，詳細は鉱山保

安法の逐条解説 3)に譲る。 

 

 

3. 工場法（1911（明治 44）年 3 月 28 日） 

1911（明治 44）年 3 月 28 日に制定され，

1916（大正 5）年 9 月 1 日に施行された「工

場法」によって職工への扶助責任が規定さ

れた。この工場法が労働法の端緒といえる。

ここで，後の安衛法に繋がる条文としては，

主に第 9条～第 11条の保護職工の危険有害

業務への就業制限，第 12 条の傷病者及び妊

婦への就業制限，第 13 条の男子を含む職工

一般に対する危害の予防，第 14 条の臨検等

が挙げられる。 

工場法が施行されて以降，様々な省令が

制定されている 4)。後に「土砂の掘削」に関

連するものとしては，建設業，土石採取業，

貨物運送業等屋外産業における労働者災害

補償を目的として，1931（昭和 6）年に制定

された「労働者災害扶助法（昭和 6 年 4 月

2 日法律第 54 号）」および「労働者災害扶

助責任保険法（昭和六年四月一日 法律第

五五号）」がある。 

それらについて次章で述べる。 

 

4. 労働者災害扶助法（昭和 6 年 4 月 2 日法

律第 54 号） 

工場法以降も労働災害の扶助責任の規定

は，徐々にその対象を拡大してきたが，もっ

とも労災の危険の高い建設業はその対象外

であった。しかし，1925（大正 14）年の ILO

（国際労働機関）第 7 回総会で，「労働者

災害補償に関する条約」（第 17 号），「労

働者職業病補償に関する条約」（第 18 号）

が採択され，工場法及び鉱業法の適用され

ない土木建築業，土石採取業，交通運輸事業

等における業務災害への災害扶助の拡大が

問題となった。 

そこで内務省社会局は 1927（昭和 2）年

11 月「労働者災害扶助法案要綱」を作成し

て関係業者に諮問，翌 1928（昭和 3）年 1 月

「労働者災害扶助法案」を帝国議会に提出

したが審議されず，1929（昭和 4）年 1 月に

も提出したが貴族院で審議未了廃案となっ

た。これらの経緯については参考文献が詳

しい 1)。1931 年 3 月「労働者災害扶助法案」

「労働者災害扶助責任保険法案」の二本立

てで改めて議会に提出され，同月成立して

翌 1932 年 1 月から施行されている。 

労働者災害扶助法は，「扶助法」というタ

イトルではあるが，内容的には工場法と同

様に安全衛生の根拠規定も含まれていた。

そして，運営上の必要もあって，労働者災害

扶助法第 5 条の規定に基づき，1934（昭和

9）年に「土石採取場安全及衛生規則」（内

務省令第 11 号）が制定された。さらに，1937

（昭和 12）年には「土木建築工事場安全及

衛生規則」（内務省令第 41 号），1941（昭

和 16）年には「土木建築工事場附属寄宿舎

規則」（厚生省令第 53 号）が制定された。

この「土木建築工事場安全及衛生規則」は，

建設業の初めての安全衛生法令となった。 

 

労働者災害扶助法（1931（昭和 6）年 4月
2 日法律第 54号）（一部抜粋） 

 

第五条 行政官庁ハ命令ノ定ムル所ニ依
リ事業ノ行ハルル場所ニ於ケル危害ノ防
止又ハ衛生ニ関シ必要ナル事項ヲ事業主
又ハ労働者ニ命ズルコトヲ得 
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第六条 行政官庁ハ必要アリト認ムルト
キハ当該官吏又ハ吏員ヲシテ事業ノ行ハ
ルル場所ニ臨検セシムルコトヲ得 

 

4.1 土石採取場安全及衛生規則（1934（昭和

9）年 5 月 3 日内務省令第十一号） 

土石採取場安全及衛生規則（1934（昭和 9）

年 5 月 3 日内務省令第十一号）は土石採取

業において初めて制定された労働安全衛生

法令である。この第七條および第八條に土

砂崩壊に関することが記載されており，第

七條 四には「砂礫その他崩壊し易いもの

を採掘する場合においては危害予防のため

適当な段階を附するか又は安全なる傾斜を

保持すること」とある。 

また，土砂崩壊とは離れるが，第十五條に

は「勾配が 40 度以上の斜面においては墜落

防止措置をとること」が書かれている。現行

法の安衛則第 518 条および第 539 条の 2 の

解釈例規によって，勾配 40 度以上の斜面上

の作業にはライフラインとなるロープをつ

けることと規定しており，昭和 9 年に定め

られた「勾配 40 度」が現在まで引き継がれ

ている。 

 

土石採取場安全及衞生規則（1934（昭和
9）年 5月 3日内務省令第十一号）(抜粋) 

第一條 本令ハ勞働者災害扶助法第一
條第一項第一號ノ事業ニ之ヲ
適用ス但シ砂鑛法ノ適用ヲ受
クル事業ニ付テハ此ノ限ニ在
ラズ 

第二條 事業主ハ事業場ニ於ケル危害
豫防及衞生ニ關シ一切ノ權限
ヲ有スル安全衞生管理人ヲ選
任スルコトヲ得 

前項ノ規定ニ依リ安全衞生管理
人ヲ選任シタルトキハ事業主ハ
遲滯ナク地方長官（東京府ニ在
リテハ警視總監以下之ニ同ジ）
ニ屆出ヅベシ 

地方長官ハ必要アリト認ムルト
キハ安全衞生管理人ノ改任ヲ命
ズルコトヲ得 

安全衞生管理人ハ本令ノ適用ニ
付テハ事業主ニ代ルモノトス 

第三條 事業主ハ勞働者ノ爲安全ナル
通路ヲ設クベシ 

第四條 堅坑内ノ架設通路ハ堅牢ナル
構造ト爲シ且左ノ條件ヲ具備
スルコトヲ要ス 

一 架設通路ノ外側ニハ高七十
五糎以上ノ堅牢ナル扶欄ヲ設ク
ルコト 

ニ 架設通路ノ長十五米以上ナ
ルトキハ十米以内毎ニ踏棚ヲ設
クルコト 

第五條 坑内梯子道ハ堅牢ナル構造ト
爲シ且左ノ條件ヲ具備スルコ
トヲ要ス 

一  梯子ハ坑壁トノ間ニ適當
ナル間隔ヲ保有セシメ傾
斜ハ八十度以内ト爲スコ
ト 

ニ  梯子道ノ長十五米以上ナ
ルトキハ十米以内毎ニ踏
棚ヲ設クルコト 

三  梯子ノ上端ヲ床ヨリ六十
糎以上突出セシムルコト 

第六條 坑内ニ於ケル通路叉ハ梯子道
ガ捲揚装置ニ接近シ危害ヲ生
ズルノ虞アル場合ニ於テハ事
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業主ハ板仕切其ノ他ノ隔壁ヲ
設クベシ 

第七條 事業主ハ露天採掘場ニ於テハ左
ノ各號ノ規定ヲ遵守スベシ 

一  崩壊ノ虞アル表土ハ先ヅ
之ヲ除去シタル後採掘ス
ルコト 

ニ 浮石除去スルコト 

三  浮石除去ノ作業ニ必要ナ
ル傾斜ヲ保持スルコト 

四  砂礫其ノ他崩壊シ易キモ
ノヲ採掘スル場合ニ於テ
ハ危害豫防ノ爲適當ナル
段階ヲ附スルカ叉ハ安全
ナル傾斜ヲ保持スルコト 

五  落石ヲ防止スル爲採掘箇
所ノ下部ニ柵網其ノ他適
當ナル設備ヲ設クルコト
但シ採掘箇所ト其ノ他ノ
作業箇所叉ハ通路トノ間
ニ安全ナル間隔ヲ有シ落
石ニ因ル危害ヲ生ズルノ
虞ナキトキハ此ノ限ニ在
ラズ 

事業主適當ナル危害豫防施設
ヲ爲シ地方長官ノ許可ヲ受ケ
タルトキハ前項第三號ノ規定
ハ之ヲ適用セズ 

第八條 事業主ハ落磬ノ虞アル場合ニ於
テハ支柱其ノ他ノ落磬防止施設ヲ爲スベ
シ 

採掘叉ハ堀進中特ニ落盤ノ虞ア
ル場合ニ於テハ事業主ハ支柱材
其ノ他坑内支持ニ必要ナル材料
ヲ落盤防止作業上便宜ノ場所ニ
豫メ配置スベシ 

 

(中略) 

 

第十五條 事業主ハ竪坑内，四十度以上
ノ斜面叉ハ架空氣道ノ支柱上
其ノ他墜落ノ虞アル場所ニ於
テ勞働者ヲ作業セシムル場合
ニ於テハ腰網其ノ他ノ墜落防
止方法ヲ講ズベシ 

 

4.2 土木建築工事場安全及衛生規則（1937

（昭和 12）年 9 月 30 日内務省令第四一号） 

1938（昭和 13）年 1 月 11 日の厚生省の発

足に伴い，1938（昭和 13）年 10 月 20 日厚

生省令第 29 号に改正された。ここで制定さ

れた規則は 1947（昭和 22）年に制定される

労働安全衛生規則（旧安衛則）に大部分が引

き継がれており，例えば，土建規則第三條三

項は労働安全衛生規則（旧安衛則）第百十六

條と全く同一である。建設業における土砂

崩壊について初めて記載された条文であり，

該当箇所である第一條から第七條を下記に

示す。 

 

四，土木建築工事場安全及衛生規則（昭
和十二年九月三十日 内務省令第四一
號） 

改正 昭和十三年十月二十日厚生省令第
二九號 

 

第一條 本令ハ勞働者災害扶助法第一條
第一項第二號ノ事業ニ之ヲ適用ス 

第二條 事業主ハ工事場ニ於ケル危害
豫防及衞生ニ關シ一切ノ權限
ヲ有スル安全衞生管理人ヲ選
任スルコトヲ得 
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前項ノ規定ニ依リ安全衞生管理
人ヲ選任シタルトキハ事業主ハ
遲滯ナク地方長官（東京府ニ在
リテハ警視總監以下之ニ同ジ）
ニ屆出ヅベシ 

地方長官必要アリト認ムルトキ
ハ安全衛生管理人ノ改任ヲ命ズ
ルコトヲ得 

安全衞生管理人ハ本令ノ適用ニ
付テハ事業主ニ代ルモノトス 

第三條 事業主ハ崩壊ノ虞アル地盤ヲ
堀鑿スル場合（下堀スル場合ヲ
除ク）ニ於テハ危害豫防ノ爲安
全ナル勾配ヲ保持スルカ叉ハ
適當ナル土留ヲ設クベシ 

事業主ハ崩壊ノ虞アル地盤ヲ下
堀シ叉ハ崩壊ノ虞アル地盤下方
ニ於テ作業セシムル場合ニ於テ
ハ左ノ各號ノ規定ヲ遵守スベシ 

  一 十分ナル經驗ヲ有スル監視人ヲ
置キ絶エズ崩壊ノ危險ヲ監視セシムルコ
ト 

  ニ 不意ノ崩壊ニ因ル危害ヲ防止ス
ル爲適時安全ナル方法ニ依リ
堀鑿箇所ノ上部ヲ切落スコト 

  三 崩壊ヲ誘致スルノ虞アル雨水，
地下水等ノ排水ノ爲適當ナル處置ヲ爲ス
コト 

第四條 事業主ハ土石ノ崩壊叉ハ落下
に寄ル危害ヲ防止スル爲堀鑿
箇所ト其ノ下方ニ於ケル積込
其ノ他ノ作業箇所トノ間ニ安
全ナル間隔ヲ置クベシ但シ工
事場狭隘ナル爲已ムヲ得ザル
場合ニ於テ監視人ヲ置キ土石
ノ崩壊叉ハ落下ノ危險ヲ監視

セシムルトキハ此ノ限ニ在ラ
ズ 

第五條 事業主ハ落磐ノ虞アル場合ニ
於テハ支柱其ノ他ノ落磐防止
施設ヲ爲スベシ 

堀鑿中落磐ノ虞アル場合ニ於テ
ハ支柱材其ノ他坑内支持ニ必要
ナル材料ヲ落磐防止作業上便宜
ノ場所ニ豫メ配置スベシ 

第六條 事業主ハ落石ニ因ル危害ヲ防
止スル爲浮石ノ除去其ノ他適
當ナル處置ヲ爲スベシ 

第七條 事業主ハ物體ノ落下ニ因リ下
方ノ勞働者ニ危害ヲ及ボスノ
虞のアル場合ニ於テハ金網，板
圍其ノ他適當ナル設備ヲ爲ス
ベシ但シ已ムヲ得ザル場合ニ
於テ監視人ヲ置クトキハ此ノ
限ニ在ラズ 

 

 

4.3 土木建築工事場ノ安全及衛生ニ関スル

注意書（1926（昭和 11）年 3 月，社会局労

働部） 

土木建築工事場安全及衛生規則の施行か

ら 1 年遡った 1926（昭和 11）年 3 月に社会

局労働部から「土木建築工事場ノ安全及衛

生ニ関スル注意書 5)」が発行されており，16

項目にわたる注意書，附録一として昭和 7

年から 9 年の建設業災害統計，附録ニとし

て国際労働局安全委員会作成建築業安全規

則案が収録されている。土砂崩壊について

は第一項で触れられており，以下に示す。内

容は後の土木建築工事場安全及衛生規則と

似ており，これの基になったものと思われ

る。 
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土木建築工事場ノ安全及衛生ニ関スル注
意書（1926（昭和 11）年 3 月，社会局労
働部） 

 

第一 事業主ハ土石ノ崩壊又ハ落下ニ因
ル危害ヲ防止スル為左ノ事項ヲ遵守スル
コト 

 一 崩壊ノ虞アル地盤ヲ掘削スル場合
（下掘スル場合ヲ除ク）ニ於テハ
安全ナル傾斜ヲ保持スルカ又ハ適
當ナル土留ヲ設クルコト 

 

 ニ 崩壊ノ虞アル地盤ヲ下掘スル場合
ハ崩壊ノ虞アル地盤ノ下方ニ於テ
作業スル場合ニ於テハ左ノ條件ヲ
具備スルコト 

（イ）十分ナル經驗ヲ有スル監視人
ヲ置キ絶エズ崩壊ノ危険ヲ監視セシ
ムルコト 

（ロ）不意ノ崩壊ニ因ル危害ヲ防止
スル為適時安全ナル方法ニ依
リ掘削箇所ノ上部ヲ切落スコ
ト 

（ハ）崩壊ヲ誘致スルノ虞アル雨水，
地下水等ノ排水ノ為適當ナル處置ヲ
為スコト 

 三 掘削箇所ト積込其ノ他ノ作業箇所
トノ間ニ安全ナル間隔ヲ保有スル
コト但シ工事現場狹隘ナル為已ム
ヲ得ザル場合ニ於テ監視人ヲ置キ
土砂ノ崩壊又ハ落下ヲ監視セシム
ルトキハ此ノ限ニ在ラザルコト 

 四 落盤ノ虞アル場合ニ於テハ支柱其
ノ他ノ落盤防止施設ヲ為スコト 

 五 特ニ落盤ノ虞アル場合ニ於テハ支
柱材其ノ他坑内支持ニ必要ナル材

料ヲ落盤防止作業上便宜ノ場所ニ
豫メ配置シ置クコト 

 六 浮石ヲ除去スルコト 

 

（中略） 

 

第三 

 五 竪坑内，四十度以上ノ斜面又ハ架
空索道ノ支柱上の他墜落ノ虞アル
場所ニ於テ労働者ヲ作業セシムル
場合ニ於テハ腰綱其ノ他適當ナル
墜落防止方法ヲ講ズルコト但シ作
業上已ムヲ得ザルトキハ此ノ限ニ
在ラザルコト 

 

なお，附一として掲載されている昭和 7

年から 9 年の建設業災害統計統計は，建設

業の統計データとしては最も古いものであ

る。日本における労働災害統計は 1905（明

治 38）年に公布された鉱業法のもとでの鉱

山労働者の災害統計や，1911（明治 44）年

公布，1916（大正 5）年施行された工場法の

もとでの災害統計資料収集が始まりである。

工場法施行規則第 24 条によって，工場主に

対して，工場内で発生した休業 3 日以上の

労働災害について月報形式による報告義務

が課され，これらの労働災害統計がまとめ

られた「工場監督年報」が刊行されている。

建設業では労働者災害扶助法及び労働者災

害扶助責任保険法が施行された 1932（昭和

7）年からであり，「労働者災害扶助年報・

労働者災害扶助責任事業年報」として刊行

された 6)。これらの資料は確認できていな

いが，ここに記載された昭和 7 年からの統

計データはこれを基にしたものである可能

性が高い。 
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4.4 土木基本作業法（昭和十八年度安全研

究委員会報告） 

 昭和 21 年，財団法人土木建築厚生会から

「土工基本作業法 7)」という作業手順や注

意点について列挙した報告書が発刊されて

おり，昭和 18 年度の研究課題を昭和 19 年

12 月にまとめ，昭和 21 年に発刊したもの

である。 

土木建築厚生会は毎年安全研究委員会を

設けて土木建築工事の災害防止ならびに能

率増進を目的としており，委員長は厚生省

研究所 武田氏，以下 厚生省や警視庁，神

奈川県，ゼネコン各社（大倉土木（現：大成

建設），清水組（現：清水建設），鴻池組，

竹中工務店，銭高組，間組（現：安藤・間），

大林組，西松組（現：西松建設），日産土木

（現：りんかい日産建設））が名を連ねてい

る。この小冊子には土工道具のイラストや

名前，掘削時の手足の使い方まで詳細に記

載されており，掘削の仕方についても以下

の通り記載されている。 

 

（三）垂直面の掘鑿 

（略） 

掘鑿する面は自然崩壊を防ぐ爲一般に惑
傾斜を附けて斜面とすることが多く，之
を法をつけると言ふ。斜面の傾斜の度合
は土の質によって夫々異る。從って掘鑿
は豫め定められた傾斜を示す遺形になら
って仕上げる様にする。 

（中略） 

更に土が締って硬い場合には縦溝の他に
横溝を深く彫り，土體は楔を以て崩し落
とすが，掘鑿面の高さが大きいときには
段形掘取による。此の場合一段の高さが

〇米五〇乃至二米〇〇位になる様に階段
状に區畫して格段層を掘進み，最後に階
段部を取去って斜面を完成する。 

（中略） 

（四）壺掘り及布掘り 

（中略） 

此の場合も前同様左右の面に法をつける
ことが多く，土質により降雨等で崩れ易
い場合は各種の山留め法を講ずる。最も
簡単な山留めは法面に厚目の板を當て之
に切張をかふ程度である。掘り上げた土
は壺（布）掘内に崩れ落ちぬ様又其の土
の重みによって切取面が更に崩れるのを
防ぐ爲に，切取面の上角（法肩と言ふ）よ
り少なくとも〇米五〇の間には土を積ま
ぬ様，又土質が多量の場合は積土の高さ
は精々一米以下に止めなるべく外方に跳
ねる。 

 

湧水が多い場合は排水することや布掘り

（溝掘削）時に切張をするなど，現在も使わ

れている手法の原型が一部見受けられる。

しかし，50cm から 2m 高さごとに設けた小

段を最後には切り取ってしまうなど，おお

よそこの手順通りに作業をしていると事故

の危険性がある内容となっており，地盤工

学的な観点が当時は不足していたように見

受けられる。 

 

5. 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 

1947（昭和 22）年 5 月 3 日の日本国憲法

施行に伴い，工場法および同法に基づく省

令等を参考として 1947（昭和 22）年 4 月 7

日に労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）

が制定され，同年 9 月 1 日に同法の大部分

が施行された。残余の部分は同年 11 月 1 日
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に施行された。これに伴い工場法は廃止さ

れた。 

この労働基準法の第 5 章（安全及び衛生）

（第 42 条から第 55 条）が安全および衛生

に関連する条文であり，後の安衛法のベー

スとなる。また，昭和 22 年（1947）9 月，

労働者の福祉と職業の確保を図り，経済の

興隆と国民生活の安定に寄与するため，労

働省が設置された。 

 

5.1 労働安全衛生規則（昭和 22 年労働省令

第 9 号）（旧安衛則） 

労働基準法に定めるこれらの安全衛生関

係規定を具体化するものとして，439 カ条に

上る労働安全衛生規則（昭和 22 年労働省令

第 9 号）（以下「旧安衛則」という。）と事

業附属寄宿舎規程（昭和 22 年労働省令第 7

号）が制定され 1947（昭和 22）年 11 月 1

日に施行された。 

これら労働基準法と労働安全衛生規則は，

工場法および同法に基づく命令や各府県の

取締規則をはじめとする戦前の安全衛生関

係法令を基礎にし，さらにそれまでの工場

監督行政の体験から得た事項や ILO 条約な

どを参考として制定されたものであり，そ

の内容は，概ね当時の国際水準に達してい

たと言われている 4)。このような，労働基準

法の第 5 章（安全及び衛生）および労働安

全衛生規則によって構成される労働安全衛

生法令は，統一性と普遍性など労働基準法

全体に通ずる特徴を当然のことながら備え

ていたという点において，対象となる業種・

規模が限定されていた戦前の安全衛生関係

法令の単なる統合ではなかった。例えば，従

来全く労働安全衛生法令が及ばなかった病

院や商店，事務所などで働く労働者にも，休

養室，健康診断，安全衛生教育などの規定が

適用されるなど，全ての労働者に安全衛生

法令による保護が及んでいくこととなった

ものであり，当時としては，現行の安衛法の

制定・施行にも匹敵する労働安全衛生に関

する立法であった 4)。 

1947（昭和 22）年 10 月 31 日労働省令第

9 号に制定された労働安全衛生規則（全 451

條）のうち，地盤について記載があるのは，

「第二編 第六章 崩壊，落下の予防」であ

る。以下にそれを示す。 

 

第二編 安全基準 

第六章 崩壊，落下の予防 

第百十六條 崩壊の危険がある地盤の下
で，労働者を作業させる場
合には，左の措置を講じな
ければならない。 

一  適時安全な方法によって
作業個所の上部を切り落
し，安全なこう配を保持
し，又は適当な土留を設け
ること。 

二 前号により難いときは，看
視人を置き作業を監視させる
こと。 

三 崩壊の原因となる雨水，地
下水等を排除すること。 

第百十七條 土石の崩壊又は落下の危険
がある掘さく個所と，その
下方における積込その他
の作業個所との間には，安
全な間隔を置かなければ
ならない。但し，作業場が
狭くやむを得ない場合に，
看視人を置き，作業を看視
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させるときには，この限り
ではない。 

第百十八條 落盤の危険がある場所に
は，支柱その他の落盤防止
施設を設けなければなら
ない。 

採掘又は掘進中，特に落盤
の危険がある場合には，支
柱材その他の坑内支持に
必要な材料を，落盤防止作
業上便宜な場所に配置し
なければならない。 

第百十九條 坑道又はずい道を掘る場合
に，水又はガスの噴出によ
り危険がある場合は，検知
孔をうがつ等適当な措置
を講じなければならない。 

第百二十條 露天採掘場では，左の事項
を行わなければならない。 

一 崩壊の危険がある表土は，
予めこれを取り除いた後採掘
すること。 

二 浮石を取り除くこと。 

三 浮石の取り除き作業には，
安全なこう配を保持すること。 

四  砂れきその他崩壊し易い
ものを採掘する場合には，
適当な階段をつけ又は安
全なこう配を保持するこ
と。 

五 採掘個所の下部には，さく
その他の適当な落石防止
の設備を設け，又は採掘個
所をその他の作業個所若
しくは通路との間に，安全
な間隔を置くこと。 

 

第百十六条は土建規則三条三項，第百十

七条は土建規則四条，第百十八条は鉱業警

察規則十五条，十六条，土建規則五条及び土

石規則八条，第百十九条は鉱業警察規則十

七条，土建規則十条一項三号，第百二十条は

土石規則七条と全く同じであり，これまで

の法令について集約したものであった。 

現行法の労働安全衛生規則第 356 条や

357 条にあるような具体的な数値基準はな

く，崩壊・落下・落盤の「危険」がある場合

に対処すべき事柄が挙げられている。また，

調査について言及されておらず，何をもっ

て安全なこう配とするのか等，中川一郎著

『詳細 改正労働安全衛生規則』8)の逐条解

説にも記載はなく，その手段については不

明瞭である。 

この労働基準法の関連省令であった労働

安全衛生規則は後の 1965（昭和 40）年に一

部を改正されており，この改正によって始

めて土砂崩壊防止のための具体的な規定が

盛り込まれる（旧 労働安全衛生規則第 163

条の 8，第 163 条の 9）。これについては後

述する。なお第百十七条については，昭和

47 年時点で削除されていることを確認して

いるが，いつ，どのような意図で削除された

かは不明である。 

 

5.2 労働安全衛生規則と鉱業警察規則と

の調整について（昭和 22 年 10 月 20 日，

商工省鉱山局鉱政課 鉱第三二三号） 

先に述べたように，昭和 22 年の労働安全

衛生規則が施行される前に，鉱夫の労働安
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全を規定した鉱業警察規則が既に存在した。

このため，昭和 22 年 10 月 20 日，商工省鉱

山局鉱政課より，鉱第三二三号「鉱業警察規

則と労働安全衛生規則との調整の件」が，同

年 9 月に設置された労働省の労働次官宛に

発出されている。 

 

鉱業警察規則と労働安全衛生規則との調
整の件（昭和 22 年 10月 20 日，商工省鉱
山局鉱政課 鉱第三二三号） 

 

労働基準法の施行により，こんご鉱業
警察はもっぱら鉱山の保安及び公益の保
護（鉱害の防止）の見地からの監督に限
られることとなるが，鉱山の保安に関す
る事項と鉱夫の生命の保護に関する事項
とは坑内においてはその大部分が密接不
可分の関係にありその限界は極めて不明
確であるので，これを規制する鉱業警察
規則と労働安全衛生規則の規定内容につ
いてはできるだけ重複規定をなくすると
ともにその運用についてもこの点を十分
に考慮して，右に基づく二重監督の弊を
極力防止するよう調整を図ることが緊要
であり，このことは特に現下最大の要請
である石炭の生産を確保する上からも第
一に心がけねばならぬことであると思
う。 

しかるに鉱山における保安の確保は当
然鉱夫の生命の保護をカバーするのみな
らずそのことは同時に生命の基礎要件を
なし，最優先的に取り扱わなければなら
ないのであるから，他の一般労働条件の
如く生産のためこれを犠牲に供するが如
き虞れは存在する余地が無い。更に又，
その安全が地賃鉱床の自然的條件に左右

されること極めて多く，且つ労働者の作
業場所が絶えず移動して行く鉱山にあっ
ては，その開設計書乃至掘削計画を離れ
て保安を離れて保安を論ずることは不可
能である。かかる事実に鑑み別紙のよう
な要領で右の調整を図るのを至当と考え
るから，よろしく措置されたい。 

 

別紙 

 

鉱業警察規則と労働安全衛生規則との調
整要領 

 

一，規定の内容に関する事項 

(1)もっぱら鉱夫の安全及び衛生の保護
に関する事項はこれを鉱業警察規則より
除外し，労働安全衛生規則の専管とする
こと。（鉱警 30 条，37-48 条，53 条，55

条の中 1 号，56条の中 5号，57条-70条，
74 条，石爆 14条後段，25 条） 

(2)鉱山の保安及び公益の保護（鉱害の防
止）に関する事項であって，鉱山に特有
のものは，これを鉱業警察規則の専管と
し，労働安全衛生規則には規定しないこ
と。（鉱警 15条第 2 項，17 条，20-29条，
31 条，32条，34 条，35条，36 条 2 項，
55 条の中 2-5 号，7-10 号，56 条の中 1-4

号，石爆 14 条後段，25 条，26 条を除き
全部） 

(3)前号に掲げた事項でも一般工場事業
場にも通有のものは，その限度において，
これを労働安全衛生規則に規定すること 

(4)基準法に基く安全管理者その他の係
員であって，鉱業法に基き既に鉱山にこ
れらに該当する職員を設置しあるもの
は，これらの者を以て前者に代え得るも
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のとすること 

 

二，規則の運用に関する事項 

(1)坑内外とも衛生（鉱夫住宅，危険有害
業務，坑内衛生設備等）及び鉱夫個人の
危険防止（坑内にあっては通路，梯子道，
墜落防止等）に関する事項は，専ら労働
基準監督官が所掌するものとし，鉱務監
督官はこれにタッチしないこと。 

(2)坑内の保安（通風，坑内火災，爆発，
安全燈，石炭坑における発破，落盤等）に
関する事項は，専ら鉱務監督官が所掌す
るものとし，労働基準監督官は直接には
これにタッチしないこと。 

(3)坑外の保安及び公益の保護に関する
事項については，鉱夫の安全及び衛生の
保護に関係ある限度において，両者の共
通の所掌ろすること。 

(4)前号の共通の所掌事項（特に許認可事
項）に対する監督に齟齬なからしめるた
め，労働者基準局内に特に鉱山課を設置
せられたと同趣旨にあり，地方において
もその管轄区域にかかわらず，鉱山につ
いて専門の労働基準監督官を置き，原則
として商工局又はその出張所の所在地に
駐在せしめ双方の連繫を密にすること。 

 前項の労働基準監督官と鉱務監督官の
人事交流を活発に行うこと。 

 

この文書では，先にあった鉱業警察規則

と労働安全衛生規則とで調整を図ったこと

がうかがえる。また，1947（昭和 22）年 9

月労働省が設置されるとともに， 7 道県労

働基準局には鉱山課が，それ以外の局には

監督課に鉱山主務係官が置かれた。 

 その後の経緯については濱口桂一郎著

「日本の労働法政策 9)」が詳しく，以下に引

用する。 

 

 法制的には労働基準法の施行と合わせ
て鉱業法第 71条第 2 号の「生命及衛生ノ
保護」が削除され，労働省の所管となっ
たはずであった。ところが，商工省と労
働省の間で話合いがつかず，労働省は労
働安全衛生規則の制定に当たって，鉱業
における安全については当分の間規則を
適用しない旨の除外規定を設け，折衝を
進めた。その結果，労働基準法及び鉱業
法に基づく命令として「鉱業保安規則」
を作成し，両省の共同省令とすることで
成案を得たのだが，その後鉱山保安の実
効を全うするにはこれを単独省令とすべ
しとの意見が有力となった。炭労はじめ
労働組合側は労働省所管を主張し，鉱山
経営者側は商工省所管を主張した。 

 両省間の折衝が進まない中，1948 年 6

月与党の社会党政務調査会で「炭鉱，鉱
山の労働保安行政は労働省の所管」との
決議がされたがそれ以上進展せず，同年
8月GHQから早く決定せよとの指令を受
け，その後自由党の吉田茂内閣になって
から同年 12 月，「鉱山（炭鉱を含む）に
おける保安行政は，石炭増産の必要上，
商工大臣が一元的に所管すること」，「商
工大臣は，鉱山における労働者の生命の
保護及び衛生に関する労働大臣の勧告を
尊重すること」という閣議決定がなされ，
鉱山の安全行政は業から独立した労働行
政ではなく業所管行政が併せて所管する
という奇妙な姿が維持されてしまった。
労働者の生命よりも石炭の増産の方が大
事だったというわけである。 
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 ちなみに，上記結論に至る一つの背景
事情として，この時期いわゆる傾斜生産
方式として，基幹産業である鉄鋼，石炭
に資材・資金を重点的に投入し，それを
契機に産業全体の拡大を図るという政策
が採られていたことがある。石炭増産が
国策だったのである。また，社会党・民主
党による片山哲及び芦田均内閣において
最優先課題として石炭産業の国家管理が
進められ，これをめぐって激しい政治的
対立があったことも念頭に置く必要があ
ろう。 

 こうして 1949 年に鉱山保安法が成立
し，その第 54条に「労働大臣は，鉱山に
おける危害の防止に関し，商工大臣に勧
告することができる」，「労働省労働基準
局長は，鉱山における危害の防止に関し，
鉱山保安局長に勧告することができる」
という申し訳のような規定が設けられ
た。労働基準法第 55 条の 2 には鉱山保安
の適用除外が規定され，労働省労働基準
局の鉱山課も廃止された。 

 しかし，労働安全すなわち労災の防止
は商工省の所管になっても，その不備の
結果として生じる労働災害への対応は労
働省の所管に変わりはない。戦後炭鉱労
働政策の軸の一つは，いわば商工行政（＝
通算行政）の尻ぬぐいとしての労災補償
対策となっていった。 

 

引用：濱口桂一郎，日本の労働法政策，労
働政策研究・研修機構，pp.467-468, 2018. 

 

 

5.3 土砂崩壊に関する旧労働安全衛生規則

の改正について 

 

昭和 22 年の旧安衛則制定当時から昭和

47 年の新安衛則に至るまで，土砂崩壊に関

する条文に追加や削除がみられ，本節では

それらについてまとめる。また，土砂崩壊に

よる労働災害についてまとめられた小冊子

が発行されており，これらの分析結果が法

令内容の根拠となっているため，これらに

ついても紹介する。 

 

5.3.1 土の切取工事の安全 

1952（昭和 27）年 5 月「土の切取工事の

安全 10)」という小冊子が労働省労働基準局

から発行されている。ここでは昭和 25 年お

よび昭和 26 年の上半期に発生した土木工

事における死亡災害および休業 8 日以上の

災害について分析しており，土砂崩壊によ

る労働災害の割合が高く，特に切取り工事

における死亡率が非常に高いことを指摘し

ている。また 10 件の災害事例の詳細を紹介

し，その原因を記載している。第 3 章安全

管理では，安全管理責任者の選任，第 4 章

労務管理と安全では，労働者の適正配置，労

働者の作業訓練，監督制度について記載さ

れている。第 5 章作業管理と安全には地質

調査，工事位置の地質に応じた施工方法が

言及されており，小段を設けることや，排水

の重要性，看視人の配置，土留めの必要性，

掘削した土砂の積み方など，現在でも重要

とされる事柄について具体的な数値基準は

無いものの，労働安全衛生規則よりもう一

歩踏み込んだ施工方法について指摘されて

いる。 

 

5.3.2 安衛則 第百二十条のニの追加 11) 

昭和 24 年 11 月，労働基準行政の能率的
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運用の見地から労働基準法に基づく関係諸

規則がすべて改正されるにあたって，その

一環として労働安全関係条項も改正された。

この改正は，労働基準行政における業務態

勢の能率化を期するため事務の簡素化を図

ることを主眼とし，同時に，従前，形式的事

項にとらわれて一般国民に対し煩さな手続

きや負担を課していた点を改めるとともに，

規則施行後の経験に鑑みて実情に即しない

と認められる部分を修正し，あわせて規定

の不備を一部整備したものであって，基準

の実態に触れる改正ではなかった。 

労働安全衛生規則の安全関係条項の改正

は，ついで，昭和 27 年 9 月に行われた。こ

れは昭和 26年 7月の政令諮問委員会の答申

（労働基準法関係諸規則については，各産

業の実情に即応するように再検討を加えて

所要の改正を行うこと，手続きの簡素化を

図ること）を尊重して行われたものであっ

て，専任の安全管理者の選任（第一条のニ），

安全装置の有効保持（第十条のニ），と石車

の速度試験（第七十七条のニ），岩石切取作

業場における措置（第百二十条のニ），保護

帽の着用（第百二十九条のニ），中圧アセチ

レン溶接装置（第三百七十六条のニ及び三）

その他衛生基準とあわせて約二十項目にわ

たる新たな基準の設定及び建設物設備の設

置届の簡素化等をその内容とした。 

 こうして施行された旧安衛則第百二十条

のニおよび関連通達を以下に示す 12)。 

 

第百二十条のニ 岩石の切取作業場にお
いては，左の事項を行わなければならな
い。 

 

一 切取箇所の上部の表土を予め取り除

き又は土石の落下を確実に防止するため
の設備を設けること。 

 

ニ 落下の危険がある浮石又は岩石は，
予め取り除くこと。 

 

三 墜落の危険がある法面における作業
においては，労働者に命綱を使用させる
こと。 

 

四 切取箇所の下部で労働者を作業させ
る場合には，岩石の落下に対して看視人
を置くこと。 

 

② 前項第三号の作業を行う場合には，
労働者は，命綱を使用しなければならな
い。 

 

昭二七・九・二〇 基発第六七五号，昭三
三・二・一三 基発第九〇号 

 

岩石の切取作業場 

 

本条の岩石の切取作業場とは，岩石の採
取，道路建設工事，水力発電建設工事等
における岩石の切取作業場をいうもので
あること。 

 

 

 

5.3.3 ハンドブック「土砂くずれ」 

 1955（昭和 30）年 12 月 15 日に広島労働

基準局安全衛生課から「土砂くずれ＝基本

的な考え方＝13)」というハンドブックが発

刊されている。ここには現在の土木学科の

大学生が土質力学で習うような基本的な斜
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面安定計算方法が列挙されており，専門的

な内容となっている。粘着力と内部摩擦角

による基本的な土質力学をはじめ，1948 年

にテイラーによって発表された「テイラー

の安定図表」や， 1927 年にフェレニウスに

よって提案されたフェレニウス法による斜

面安定計算方法についても紹介されている。

また参考文献には，最上武雄「土質力学 

(1951)16)」，K. Terzagi and R. Peck「Soil 

Mechanics in Engineering Practice (1948)」，D. 

W. Taylor「Fundamentals of Soil Mechanics 

(1948) 」， Tschebotalioff 「 Soil Mechanics, 

Foundations and Earth Structure (1951)」等の

名著が並び，この時点で既に，当時の最先端

である地盤工学を基にした労働災害防止対

策が試みられていたものと考えられる。 

 

 

5.3.4 労働基準局通達（昭和 34 年 5 月 15 日 

基発第 367 号） 

 昭和 34 年からそれまで遅々とした安全

規則の整備状況が一変し，急速に安全関係

法令の整備が進んだ。この背景について改

正労働安全衛生規則の解説−明り掘削関係

−11)が詳しく，引用して詳述する。 

 

戦後の産業災害は年々増加傾向であ
り，これを統計数字によってみると，昭
和 32 年における労働災害の死傷者数は
70 万 9 千人に達し，これを昭和 25 年に
おける死傷者数 54万人に比較すると，実
に 31％の増加となっている。なお，死傷
年千人率についても，昭和 25年には 48.8

であったものが，昭和 32 年には 50.6 に
なっている（平成 30 年は 2.3）。他面，こ
のような産業災害の発生に伴って企業の

こうむる経済的損失は昭和 32 年におい
て 1500 億円と推算された。しかし，この
まま放置すると 5 年後の昭和 37 年にお
いて推定死傷者数は 86万人に達し，これ
に伴う産業界の経済的損失は，2200 億円
に及ぶものと憂慮された。 

 このような状況に対処して，政府にお
いては，産業災害防止のための抜本的な
対策について検討した結果，昭和 33 年 8

月閣議了解に基づいて「産業災害防止総
合五カ年計画」を発表した。（これは現在
の「第 13次労働災害防止計画（2018 年 4

月～2023年 3月）」の第 1 次にあたる。）
同計画は，一言にしていえば，五年後に
おける災害発生予想件数を半減せしめる
ことを目標とするものであり，その具体
的方途として，広く国民各界の有識者を
網羅した臨時産業災害防止懇談会を内閣
に設置した。同審議会は活発な審議の結
果，昭和 33年 11 月 20 日，当面の産業災
害防止対策について意見をまとめ，岸内
閣総理大臣に対し意見書を提出した。 

 同意見書は，さきに政府が発表した産
業災害防止総合五カ年計画の樹立推進に
ついて全面的に賛意を表するとともに，
1）産業災害防止計画の樹立推進，2）重
大災害防止対策，3）中小企業災害防止対
策，4）産業安全教育，5）法令の検討整
備，6）広報活動，7）行政能率の改善，8）
鉱山災害防止対策の 8 項目に分けて，講
ずべき諸方策を示した。そして，右諸方
策中の 5）法令の検討整備については，
「重大災害のひん発とその発生原因の実
情にかんがみ急を要するもの，例えば，
煙火爆発，崩壊，ボイラ及び圧力容器，揚
重機等について関係規則又は基準を至急

－2525－



分担研究報告書（平岡伸隆、吉川直孝、大幢勝利、高木元也、梅崎重夫、豊澤康男） 

16 

 

改正するとともに，労働基準法，鉱山保
安法，消防法，交通運輸関係法規等現行
法令において，最近の技術の進歩並びに
設備の近代化に即応する必要のあるもの
のその他現状に即しないものについて，
全面的に検討を加える」べきであると指
摘した。 

 一方，労働大臣の諮問機関である中央
労働基準審議会においても，前述のよう
な災害の発生状況にかんがみ，昭和 33年
9 月労働大臣に産業災害の防止に関する
建議を行った。同建議は，1）産業災害防
止のための監督機関の措置，2）関係者の
積極的な協力，3）労働安全法規の検討整
備，4）総合的災害防止対策の樹立と労働
基準監督機関の充実強化，の 4 項目に分
けて見解を表明し，政府においてこれを
斟酌して適当な措置をとるべきであると
している。そして，右諸方策中 3）労働安
全法規の検討整備については，「災害防止
を目的とする現行の労働安全衛生規則を
みつに，施行後十年を経過しているため，
その間における科学技術の急速な進歩そ
の他により必ずしも実情に即さないと認
められる規定もなしとしないし，又補充
を要する部分も少なくないので，この際
技術の進歩に即応させるとともに，災害
防止上必要な事項を整備する等，労働安
全法規について検討整備を行う必要があ
ると考えられる」旨指摘している。 

 また，労働者においても，かねてから
産業安全の推進に努力を重ねてきたが，
災害の発生が安全法令の不備に由来する
場合が多くまた，科学技術の進歩に照し
て規定の内容が不備であることを痛感
し，労働安全衛生規則の各条項について

改正のための検討を続けてきたところで
あった。 

 かくして，昭和 34 年からの労働安全衛
生規則の改正が急テンポで行われること
になった。 

 

 

土砂崩壊による労働災害に対しても，昭

和 34 年時点で依然として災害が減らず，

1959（昭和 34）年 5 月 15 日に労働基準局通

達（昭和 34 年 5 月 15 日 基発第 367 号）

が発出された。本通達も上記の流れを受け

て検討されたものと推察する。以下にその

内容を示す。 

 

昭三四・五・一五 基発第三六七号 

 

労働安全衛生規則第百十六条及び第第百
二十条の運用 

 

労働安全衛生規則第百十六条及び第第百
二十条にいう安全なこう配については，
元来，これが土質，天候，地形等の環境条
件によって異なり，これを科学的に明示
することが不可能であるため，同条項に
よる監督指導に徹底を期し難いうらみが
あったが，最近，土砂崩壊による重大災
害が続発する傾向にあることを鑑み，同
条項の運用に当っては，左記事項に留意
し，土砂崩壊災害の防止に遺憾なきを期
されたい。 

 

（一）安全なこう配について 

「安全なこう配」とは，法面が崩壊を起
さず安全に保たれるこう配をいう。 
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安全なこう配は，理論的には，粘着性の
ない土砂では，内部摩擦角，粘着性のあ
る土砂では，内部摩擦角，粘着力及び法
面の高さにより定まるものであり，現実
に算定するに当っては，この他各種の条
件を考慮に入れる必要があり，相当な困
難を伴うものであるが，災害多発の状況
を鑑み，高さ二米以上の法面の下におけ
る作業については，別途送付する安全資
料「土砂崩壊災害の防止」を参考として
当該現場の地質，気候等の特殊条件を勘
案の上作業箇所毎に，勾配の基準を決定
して，監督指導されたいこと。なお決定
するこう配の基準は，ち密な岩盤及び堅
硬な粘土の場合を除き七五度を超えない
こと。 

 

【すかし掘の禁止】 

（一） 第一号は土砂の切取作業にあた
ってはすかし堀を禁止することを含む趣
旨であること。 

 

【適当な土留】 

（ニ） 「適当な土留」とは，矢板，石
積，コンクリート擁壁等で，法面の崩壊
を充分防ぐことが出来る設備をいう。 

 

【前号により難いとき】 

（三）第二号の「前号により難いとき」と
は，地形の性質上，上部から安全なこう
配を保持して，土砂を落とすことができ
ない場合をいう。 

 

【看視人】 

（四）第二号の看視人は十分な経験を有
する者を切取作業現場毎に専任させるも

のとすること。 

 

 

第百二十条 

 

【崩壊の危険がある表土】 

（一）第一号の「崩壊の危険がある表土」
とは基岩上にのっている，岩石風化物，
腐蝕土，又は堆積土であって，基岩の採
掘，振動，気温変化，水のしん透等により
崩れ落ちるおそれのあるものをいう。 

 

【浮石】 

（ニ）第二号の「浮石」とは，玉石，礫，
岩石の砕屑物，又は基岩より遊離してい
る岩石であって，振動，気温変化，水等の
影響により落下するおそれのあるものを
いう。 

 

【第三号の解釈】 

（三）第三号は，浮石を取り除いたこと
によりこう配が急となってその上部が崩
壊するおそれを生ずる場合に，其の部分
を安全なこう配に整形することと解する
こと。 

 

【適当な階段】 

（四）第四号の「適当な階段」とは高さが
崩壊の危険のない高さであり，かつ，作
業面が作業のために，又崩壊の際に容易
に退避出来るのに必要な広さを有するも
のであること。 

 

【すかし堀の禁止】 

（五）第四号は，すかし堀を禁止する趣
旨を含むものであること。 
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昭和 39 年 12月 25日「加除式 安全衛生
六法 12)」より引用しているため，実際の
表記とは異なる場合がある。 

 

 

5.3.5 安全資料 土砂崩壊災害の防止 14) 

1959（昭和 34）年労働基準局通達（昭和

34 年 5 月 15 日 基発第 367 号）とともに

送付された労働省労働基準局安全課 安全

資料 B-5 「土砂崩壊災害の防止」の冒頭に

は，「建設事業における土砂や岩石の崩壊，

落下による災害の防止については，さきに

昭和 27 年 5 月，「土の切取工事の安全」と

題する小冊子を発行して関係者の留意をう

ながしたのであるが，その後災害は依然と

して減少の傾向をみせず，誠に憂うべき状

態である。14)」と綴られている。 

この「土砂崩壊災害の防止」には，1954（昭

和 29）年から 1958（昭和 33）年に発生した

重大災害 64 件について詳細な分析が記載

されている。具体的には水との関係，勾配，

土質，すかし掘りの有無，作業内容，斜面切

取と掘下げの別，発破，発生月，看視人の項

目について分析している。災害防止対策で

は，地質調査による地盤強度を把握するこ

との重要性，地盤強度を基にした切取勾配

と高さの決定，水の影響の考慮，段掘りの実

施，すかし堀りの禁止，土留を設けること，

看視人の配置，気象条件の考慮，点検の必要

性について強調して訴えている。特に掘削

の高さと勾配については，地盤調査によっ

て得られた内部摩擦角と粘着力によって計

算すること，水が含むと強度が変化するこ

とから含水比に応じた検討もすることを推

奨しており，粘土質地盤では，掘削勾配に応

じた限界掘削高さの表を示している。また，

法面高さが 2 m を超えると災害が多くなる

ことから，高さ 2 m 程度で小段を設けるよ

うに促している。これらは，現在の土砂崩壊

による労働災害の対策にも全く同じことが

言え，地盤工学を積極的に取り入れた当時

の見識の高さが伺える。 

また，労働災害 42 事例が図や写真つきで

紹介されており，事故の詳細が公開されて

いる。また巻末には参考資料として地盤強

度（内部摩擦角と粘着力）を使った具体的な

安定計算例も記載されている。現在でも日

本の土質力学において金字塔として扱われ

る名著，最上武雄による「土質力学 (1951)16)」

の中では，斜面安定解析手法として円弧す

べりを仮定した解法が記載されているが，

この安全資料では，すべり面を直線と仮定

する平面ひずみ法で計算方法が紹介されて

いる。当時，この資料の作成に携わった前郁

夫氏，加来利一氏によると，当時の災害の崩

壊形状で円弧すべりが極僅かであり，その

ほとんどが直線すべりであったことから，

この計算方法を採用している 15)。 

 

5.3.6 昭和 40 年の旧安衛則の改正 

 改正の経緯は当時の解説 11)が詳しく，以

下に引用する。 

 

先述のとおり，昭和 33年の産業災害総
合五カ年計画を受けて，昭和 34 年以降，
急速に安全規則の整備が成されてきた。
建設業における労働災害発生状況をみる
と，死亡者も含めて休業 8 日以上の死傷
者の数は，昭和 39 年においても 12 万人
を超えている。全産業の死傷者数は 42 万
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8558人であるので，建設業は全体の 28％
におよぶ。また，災害発生年千人率は，各
種の災害防止対策の実施等によって逐年
好転しつつあったとはいえ，他の産業と
比較すると，鉱業（145.3），貨物取扱業
（76.2）及び林業（63.8）についで建設業
（41.0）と高率を示していた。このこと
は，建設業においては，貨物取扱業，林業
等と同様，いわゆる屋外労働が主体であ
って，一般の製造工業（15.3）等に比して
作業自体が災害発生要因と結びつきやす
い特殊性を有していることによるものと
考えられていた。反面，その故に建設業
に対しては，災害防止対策の面において
も特に充実を期すべき必要性の存するこ
とを物語るともいえる。 

 このような観点から，労働省において
は，建設業における労働災害の防止につ
いては今後とも安全行政の重点対象とし
て各般の施策を講じて行くことはいうま
でもないが，その一環として，建設工事
に適用すべき労働安全関係法令の整備充
実をはかっているとこであった。 

 労働安全衛生規則等の中で，建設工事
における災害防止を直接的に主眼とする
条項としては，労働安全衛生規則におけ
る型わく支保工，足場，くい打ち機，崩壊
落下の予防等の各章並びにクレーン等安
全規則におけるクレーン，デリック，建
設用リフト等の各章のほか，発破，電気
関係等の条項を含めれば，かなりの数が
あげられるのであるが，これら条項は，
崩壊落下の予防を除き，すべて当時にお
ける災害の実情に対処して，改正または
制定されて相当程度完備した規制となっ
ているものばかりであった。しかしなが

ら，これらの事項以外の事項，すなわち
崩壊落下の予防をはじめとして，他の各
種の作業に関する規制事項は極めて貧困
であった。たとえば飛来崩壊災害に関し
ても，規制条項はきわめて抽象的であっ
て，作業の実態に照らし，災害防止の実
際的措置を講ずる上で不備といわざるを
えなかったとしている。 

 そこで，労働省では，このように現行
の規制が不備の分野であって，従前の災
害事例に徴し，災害防止上早急に規制の
整備を要すると認められる事項につい
て，かねて検討を進めてきたのであるが，
各種作業のうち，当面，掘削作業に関し
て必要な基準の設定及び明確化を図るこ
ととし，そのための労働安全衛生規則の
一部改正を行うこととしたのである。 

 労働省においては，以上の経緯に基づ
き，掘削作業に係る労働安全衛生規則の
一部改正について，昭和 37 年 11 月 30

日，中央労働基準審議会（会長 石井照
久氏）に諮問した。この諮問にあたって，
労働省当局がその要綱として示したもの
は次のとおりであった。 

 

労働安全衛生規則改正案要綱 

 

一 ずい道建設工事における災害の防
止 

 ずい道建設工事における落盤及び落
石による災害，掘さく機械，積込機械
等の機械類の取り扱いによる災害，工
事用諸材料の取扱いによる災害等の発
生状況にかんがみ，支保工の要件，機
械類及び工事用諸材料の取扱いの基準
等ずい道建設工事における災害の防止
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のために必要な規制を設けることとす
ること。 

 

ニ 掘さく作業（ずい道建設工事及び
採石場におけるものを除く。）における
災害の防止 

 掘さく作業における災害の防止に関
する現行の規定は，掘さくの方法，規
模等の変化に伴い，必ずしも実情に即
しないものとなっているので，これを
全面的に改正し，掘さくの基準，作業
の方法等掘さく作業における災害防止
のため必要な規制を整備することとす
ること。 

 

三 採石業における災害の防止 

 最近の採石場における災害の発生状
況にかんがみ，現行規定の明確化を図
るとともに，坑による採石の基準を新
たに設けることにより，採石業におけ
る災害の防止のために必要な規制を整
備することとすること。 

 

同審議会においては，諮問事項のうち，
まず，明り掘削作業関係について具体化
を図ることとした。しかし，その審議方
法について検討した結果，改正の対象と
する事項は，きわめて専門的，技術的な
事項であり，改正案要綱に示された趣旨
を具体的な規制事項として明確化して行
くためには，専門的，技術的な見地から
の慎重な審議が必要であるという観点か
ら，まずこれを同審議会の専門部会であ
る産業安全部会（部会長 野口三郎氏）
において審議し，その結果についてあら
ためて総会において審議することとし

た。 

 産業安全部会の審議にあたっては，審
議会委員である同部会委員のほかに，特
に今回の改正に関する審議のために，改
正対象事項に関する専門家として臨時委
員が委嘱され，審議の慎重が期されるこ
ととなった。産業安全部会の委員は次の
とおりである。 

［公益代表］ 野口三郎（全安連専務理
事） 

［労働者代表］入江正治（合化労連副委
員長），増子利夫（電機労連中執），山崎
達夫（全日通中執） 

［使用者代表］折井日向（日本鋼管労務
部長），古屋徳兵衛（松屋社長），山岡憲
一（東京重機社長） 

［臨時委員］岩井喜八郎（大成建設主任
研究員），神保正義（道路公団工務第一課
長），鈴木善三（電源開発工事課長代理），
須田進吾（全建総連中執），田丸陸太郎（間
組技術局次長付），堤正紀（前田建設土木
部次長），富田善明（国鉄建設局線増課
長），中岡二郎（武蔵工大教授），永井久
雄（大林組研究室東京分室長），成田豊信
（日建協），最上武雄（東京大学工学部教
授），山高茂（建設省建設業課建設専門官） 
 

 産業安全部会は昭和 38 年 3 月 29 日，
4 月 24 日，5 月 16 日，8月 7 日，8月 28

日，9 月 12 日，10 月 10 日，10 月 28 日
及び 11 月 11 日の合計 9 回にわたり開催
され，終始各委員による活発な討議がな
された結果，詳細な規則事項の具体案と
ともに，次の要望事項を結論として審議
を終了した。 

一 土木工事における土止支保工の材
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料の許容応力の基準について検
討を加え，その具体化をはかるこ
と。 

ニ 建設工事おける各種作業を行なう
場合の照度の基準については，さ
らに必要な検討を加え，明確な基
準を設定するよう努めること。 

三 建設工事において使用する簡易な
物揚装置，さん橋等の仮設設備に
ついても，別途検討を加え，その
安全確保のための基準を整備，明
確化すること。 

四 建設工事関係の各種作業主任者に
ついては，将来一定の資格制度を
検討するとともに，これらの者に
対する関係法規の周知措置等に
ついても配意すること。 

野口部会長は右の結論をもって，産業
安全部会の審議結果として中央労働基準
審議会の総会に報告することとし，審議
は再び同審議会の総会の場に移された。 

 総会は，同年 11 月 19 日に開催され，
野口部会長から報告された産業安全部会
の結論について審議会を行なった結果，
同部会の審議結果の内容をもって同審議
会としての答申の内容とすることに決定
し，同審議会は，これによって 11 月 22

日労働大臣に答申を行なった。 

 労働省では右の答申を受けた後，その
内容について検討した結果，改正の方途
として適切と認められたので，答申によ
る規制事項案をもってあらためて労働安
全衛生規則改正案要綱とし，同要綱につ
いて労働基準法第 113 条の規定による公
聴会を開催した。 

 公聴会は昭和 28 年 12 月 4 日東京で，

12 月 10 日大阪でそれぞれ開催された。
公聴会において開陳された意見をみる
と，労・使・公益各側の公述人とも今回の
改正は時宜に適したもので賛成であると
したが，個々の事項については，改正案
要綱全般にわたって新たな観点から種々
の修正意見が表明された。 

 労働省においては，右の公聴会におけ
る公述意見に基づいて，改正案要綱全般
についてあらためて慎重に検討を加える
とともに，さらに最後的に関係現場等に
ついて実態調査を行い，規制内容の適確
を期した上，改正規則案の作成に着手し
た。 

 かくして，明り掘削作業について規制
する「労働安全衛生規則の一部を改正す
る省令」は，中央労働基準審議会におけ
る慎重な検討を経た答申を得た後，各界
の意見をも十分に採り入れて検討され，
さらに，法技術的な条文整備がなされた
上，昭和 39 年 12月 28日，労働省令第二
十七号をもって公布され，昭和 40 年 4 月
1 日から施行されることとなった。 

 昭和 40年の改正条文は，規則第十条第
一項第十二号で明らかなように，「ずい道
の掘削その他たて坑以外の坑の掘削及び
採石法第二条に規定する岩石の採取のた
めの掘削」については適用されない。改
正の要点は，次のとおりである。 

1 地山の掘削の作業及び土止め支保工の
作業について作業主任者制度を設けた
こと。 

2 手掘りによる掘削作業について掘削面
の高さ及びこう配の基準等を新たに定
めたこと。 

3 土止め支保工の構造の要件を明確にし
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たこと。 

4 最近における災害の発生事例等に徴
し，潜函内作業等についての規制の充
実化を図ったこと。 

 

 

 

具体的には，土砂崩壊に関する条文とし

て第一編 総則 第一章 安全管理 第十条第

十二項及び第十三項，第二編安全基準第十

章の三明り掘削の作業（第百六十三条の七

から二十五），第十章の四ずい道等の建設の

作業（第百六十三条の二十六から五十二）第

十章の五採石作業（第百六十三条の五十三

から六十九）が追加された。 

 

5.3.7 旧安衛則第百六十三条の八（現行安衛

則 第 356 条）の掘削こう配規定について 

 

 土砂崩壊に関する法令について特筆すべ

きは，旧安衛則第百六十三条の八にて手掘

りでの掘削勾配について具体的な数値をも

って規定されたことである。この背景は伊

藤らがまとめた論文 15)が詳しく，科学的な

検討がなされたことが推察される。伊藤ら

が論文の執筆にあたり，当時立法に携わっ

た加来利一氏のヒアリングや，共著者であ

る前郁夫氏によると，旧安衛則第百六十三

条の八の勾配規定にあたっては，以下 2 点

が大きな根拠となったとしている。 

1) 1959（昭和 34）年労働基準局通達（昭和
34 年 5 月 15 日 基発第 367 号）により
高さ 2m 以上の法面下作業について，緻
密な岩盤及び堅硬な粘土を除いて 75 度
を超えない勾配の基準とするように指導
を行なっていたこと 

2) 1954（昭和 29）年から 1958（昭和 33）年
に発生した重大災害 64件の分析結果 

なお，1962（昭和 37）年に前 17)は土砂崩

壊による労働災害について 1954（昭和 29）

年～1958（昭和 33）年に発生した重大災害

64 件について分析した結果を「土と基礎（現 

地盤工学会誌）」に投稿している。これは先

の安全資料「土砂崩壊災害の防止」と重複す

る内容である。 

この旧安衛則第百六十三条の八および第

百六十三条の九は，昭和 47 年に制定された

労働安全衛生規則第 356 条や第 357 条に引

き継がれている。 

 

5.3.8 昭和 47 年改正直前時点で削除されて

いた条項 

昭和 46 年の労働安全衛生規則を確認す

ると，第一編 総則 第一章 安全管理 第十

条第十四項，第十五項及び第十六項が追加，

第百十七条が削除されている。詳しい経緯

と時期については不明である。 

 

  

Ｄ．考察 

わが国において，土砂崩壊による労働者

の安全が法令に記載されたのは，1890（明治

23）年に制定された鉱業条例が最初であり，

その後，鉱業から土石採取業，建設業へと拡

大していった。建設業において土砂崩壊に

関する条文が最初に確認されたのは 1937

（昭和 12）年に労働扶助法に基づいて制定

された土木建築工事場安全及衛生規則であ

った。建設業では昭和 7 年から労働災害統

計が収集されており，これを基にして規則

化された可能性がある。1947（昭和 22）年，

日本国憲法の施行に伴い労働基準法が制定
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され，さらに安全衛生関係規定を具体化す

るものとして，労働安全衛生規則が制定さ

れた。土砂崩壊に関する条文は，鉱業警察規

則，土石採取場安全及衞生規則，土木建築工

事場安全及衛生規則から集約されており，

掘削高さや勾配等，具体的な数値基準を示

すものはないが，崩壊・落下・落盤の「危険」

がある場合に対処すべき事柄が挙げられて

いる。当時は，地盤工学等による科学的知見

が乏しく各種数値の明示は困難ながら，経

験等に基づき，危険な箇所を定め，そこに対

策を示し，安全規制をかけたものと推察さ

れる。その後，建設業における労働災害の増

加，とりわけ土砂崩壊災害の重篤性が統計

データから指摘され，昭和 27 年には土砂崩

壊に関する労働災害の事例や注意点をまと

めた小冊子が労働省労働基準局から発行さ

れ，労働安全衛生規則に岩石の掘削に関す

る条文が追加されている。昭和 34 年には土

質力学を考慮した専門的かつ具体的な土砂

崩壊に関する計算方法が通達および小冊子

にまとめられた。さらに昭和 33 年の産業災

害総合五カ年計画を受けて，昭和 40 年の労

働安全衛生規則の大幅な改正が行われ，概

ね現在の労働安全衛生規則が形成されてい

ることが明らかになった。 

昭和 47 年，労働安全衛生法および労働安

全衛生規則の制定時には，労働基準法にお

ける労働安全衛生規則のほとんどが引き継

がれ，さらに点検に関する条文が加わった。 

 

Ｅ．結論 

 労働法の誕生とともに，建設業における

土砂崩壊に関する労働災害についても法整

備が進められてきたが，戦前は特に統計的

に死亡災害および死傷災害が多かったこと

が指摘されている。昭和 30 年代になると地

盤工学の発展とともに，それら最新の情報

を取り入れ，科学的根拠をもった法令整備

が検討されていたことがわかる。現在の労

働安全衛生規則は昭和 40 年の労働基準法

の労働安全衛生規則の改正においてほとん

ど確立されており，これを今も引き継いで

いることがわかった。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

該当なし 

2．学会発表 

 該当なし 

 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

1．特許取得 

 該当なし 

2．実用新案登録 

 該当なし 

3．その他 

該当なし 
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図表がある場合は、これ以降に番号順に貼り付け（１段組） 

 

表 1 工場法が制定されるまでの鉱業に関する法令の変遷 

年 番号 法令名 内容 

1869（明治 2）

年 

行政官布告第

177 号 

 国家の請負を前提として，鉱山の開拓が一般人民に開放

される。 

1872（明治 5）

年 

 鉱山心得 鉱物が定義され，鉱業の国家独占主義と外国人の排斥の

原則が確立される。 

1873（明治 6）

年 

太政官布告 259 

号 

日本坑法 日本最初の体系的鉱業法。鉱区制，鉱業自営主義，本国

人主義など鉱業法制の骨格が確立した。しかし，鉱山の

保安については日本坑法の一部に災害予防規定の片鱗

が見受けられるにすぎなかった。 

1890（明治

23）年 

法律 87 号 鉱業条例 労働者（鉱夫）の安全を法令に組み込んだ最初の法令。

鉱山の保安に関する法規制が，鉱業警察としてはじめて

体系的に整備され，鉱夫への労災補償政策が盛り込まれ

た。その内容は，坑内および鉱業に関する建築物の保安，

鉱夫の生命と衛生の保護，地表の安全と公益の保護の 3 

点に及ぶものであった。 

1892（明治

25）年 

3 月 16 日 

農商務省令第 7 

号 

鉱業警察規

則 

鉱業警察事務として，1) 坑内及び鉱業に関する建築物

の保安，2) 鉱夫の生命及び衛生上の保護，3) 地表の安

全及び公益の保護を掲げ，保安上必要がある場合は，予

防命令又は停止命令をすることができることとし，保安

上必要な事項に関して農商務大臣が鉱業警察規則を定

めることができるとした。 

1905（明治

38）年 

3 月 

法律第 45 号 鑛業法 鉱業に関する法律が集約され，鉱業は建設業や土砂採取

業とは別に扱われた。第四章 鉱業警察 第七十一條か

ら第七十四條に鉱業における保安について記載されて

いる。 

1911（明治

44）年 

3 月 28 日 

法律 46 号 工場法 職工への扶助責任が規定された。ここで，後の安衛法に

繋がる条文としては，主に第 9 条～第 11 条の保護職工

の危険有害業務への就業制限，第 12 条の傷病者及び妊

婦への就業制限，第 13 条の男子を含む職工一般に対す

る危害の予防，第 14 条の臨検等が挙げられる。 
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図 1 鉱業条例制定日本坑法廃止・御署名原本・明治二十三年・法律第八十七号 2) 
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